
平成２５年度第６回市議会定例会議案（１２月議会）

議案第８１号 平成２５年度倉吉市一般会計補正予算（第５号）
議案第８２号 平成２５年度倉吉市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）
議案第８３号 平成２５年度倉吉市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）
議案第８４号 平成２５年度倉吉市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）
議案第８５号 平成２５年度倉吉市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
議案第８６号 平成２５年度倉吉市温泉配湯事業特別会計補正予算（第１号）
議案第８７号 平成２５年度倉吉市下水道事業特別会計補正予算（第２号）
議案第８８号 平成２５年度倉吉市駐車場事業特別会計補正予算（第１号）
議案第８９号 平成２５年度倉吉市集落排水事業特別会計補正予算（第１号）
議案第９０号 平成２５年度倉吉市水道事業特別会計補正予算（第２号）
議案第９１号 倉吉市職員退職手当支給条例の一部改正について
議案第９２号 消費税法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について
議案第９３号 倉吉市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について
議案第９４号 倉吉市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について
議案第９５号 権利の放棄について
→ 鳥取看護大学設置にかかる支援事業の財源に充当するため、鳥取中部ふるさと広域連合の中部

ふるさと市町村圏振興事業基金への出資金 円のうち、 円を放棄するもの。419,490,000 225,371,000
議案第９６号 倉吉市文化活動センターの指定管理者の指定について
→ 倉吉文化団体協議会（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第９７号 倉吉市立伯耆しあわせの郷の指定管理者の指定について
→ 旭ビル管理株式会社（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第９８号 倉吉市立久米農村広場の指定管理者の指定について
→ 北谷地区自治公民館協議会（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第９９号 倉吉市せきがね湯命館の指定管理者の指定について
→ 有限会社トラベルシリウス（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１００号 倉吉市関金都市交流センターの指定管理者の指定について
→ 有限会社トラベルシリウス（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０１号 倉吉市せきがね簡易宿泊施設の指定管理者の指定について
→ 有限会社トラベルシリウス（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０２号 倉吉市関金生産物直売食材供給施設の指定管理者の指定について
→ せきがね犬挟観光株式会社（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０３号 倉吉市体育施設の指定管理者の指定について
→ ミズノグループ 美津濃株式会社（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０４号 倉吉市関金農林漁業者等健康増進施設の指定管理者の指定について
→ ミズノグループ 美津濃株式会社（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０５号 倉吉市公民館の指定管理者の指定について
→ １３地区公民館管理運営委員会（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

議案第１０６号 新市建設計画の変更について
→ 新市建設計画に鳥取看護大学建設事業を明文化し、また、東日本大震災による被害を受けた合

併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部改正により、合併特例祭の起債可能な期間が５年 間
延長されたため、新市建設計画の期間を５年間延長する。
議案第１０７号 公平委員会委員の選任について 福永孝行氏
議案第１０８号 教育委員会委員の任命について 宮近 誠氏

議 案 ８１ ８１ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４

藤 井 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可否決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

100 101 102 103 104 105 106 107 108議 案 ９５ ９６ ９７ ９８ ９９

藤 井 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○

可否決 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○

●否決４議案（指定管理者の指定について）
、 （ ）・公の施設の指定管理：住民の福祉の増進を目的とする 安定的な管理・住民サービスの向上 業者

・選定にあたっての説明や準備・基準（選定委員、議会等）が十分か等（行政）
これらの点について、本義会や委員会で質疑・審議を行いました。

×（藤井：原案に反対、議会：否決） 多くの議員が私と同じ考えでした。
●１２月２０日に行政（執行部）との懇談会 執行部よりの説明、意見交換
●否決になった案件について再度募集、選定委員会、議会の審議を行うこととなっています。




